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新
政
権
の
重
点
政
策
の
一
つ

は
「
デ
ジ
タ
ル
庁
」
創
設
だ

が
、
２
０
０
０
年
に
打
ち
出

し
た
「ｅ
－
Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
構
想
」
か
ら

20
年
を
経
て
も
実
現
し
な
い
理
由
は
何

か
。
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
の
問
題
が
存

在
す
る
が
、
そ
の
他
の
要
因
も
あ
る
。

デ
ジ
タ
ル
政
府
構
築
の
真
の
コ
ア
を
政

治
が
明
確
化
す
る
こ
と
が
最
も
重
要
だ
。

　
財
政
と
い
う
視
点
で
は
、
政
府
の
役

割
は
三
つ
に
分
類
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、

①
資
源
配
分
機
能
、
②
再
分
配
機
能
、

③
経
済
安
定
化
機
能
と
い
う
「
財
政
の

３
機
能
」
だ
。
最
も
重
要
な
機
能
は

「
再
分
配
機
能
」
で
あ
り
、
そ
れ
は
、

Ｉ
Ｔ
予
算
の
現
状
か
ら
も
把
握
で
き
る
。

　
例
え
ば
、
16
年
度
Ｉ
Ｔ
予
算
の
う
ち
、

１
位
は
厚
生
労
働
省
の
約
１
８
８
４
億

円
、
２
位
は
財
務
省
の
約
８
０
９
億
円
。

厚
労
省
の
Ｉ
Ｔ
予
算
上
位
は
基
礎
年
金

番
号
管
理
シ
ス
テ
ム
等
の
年
金
・
医
療

や
雇
用
保
険
関
係
が
占
め
、
財
務
省
の

上
位
は
国
税
総
合
管
理
シ
ス
テ
ム
等
、

税
制
に
関
す
る
も
の
が
多
い
。
16
年
度

Ｉ
Ｔ
予
算
５
３
５
４
億
円
の
う
ち
、
厚

労
省
と
財
務
省
で
全
体
の
約
50
％
を
占

め
る
。
こ
れ
が
意
味
す
る
の
は
、
デ
ジ

タ
ル
政
府
の
議
論
は
社
会
保
障
制
度
や

税
制
と
い
っ
た
再
分
配
の
仕
組
み
と
一

体
的
で
、
こ
れ
ら
と
の
関
係
を
抜
き
に

議
論
で
き
な
い
と
い
う
こ
と
だ
。

　
ま
た
、
政
府
情
報
シ
ス
テ
ム
を
ゼ
ロ

ベ
ー
ス
で
刷
新
す
る
政
治
的
な
決
断
も

重
要
だ
。
例
え
ば
、
16
年
度
Ｉ
Ｔ
予
算

の
総
額
約
５
３
０
０
億
円
の
う
ち
新
規

開
発
に
関
す
る
「
整
備
経
費
等
」
が
約

１
３
５
２
億
円
（
全
体
の
約
25
％
）
で

あ
り
、
情
報
シ
ス
テ
ム
の
運
用
に
関
す

る
「
運
営
等
経
費
」
が
４
０
０
１
億
円

（
全
体
の
約
75
％
）
と
な
っ
て
い
る
。

一
般
的
に
Ｉ
Ｔ
予
算
や
建
設
・
不
動
産

の
世
界
で
は
「
新
規
開
発
は
全
体
予
算

の
２
割
、
残
り
の
８
割
が
維
持
管
理
費

で
失
わ
れ
る
」
と
い
う
経
験
則
が
あ
る

が
、
Ｉ
Ｔ
予
算
も
約
８
割
が
シ
ス
テ
ム

維
持
管
理
費
と
な
っ
て
お
り
、
19
年
度

の
Ｉ
Ｔ
予
算
は
約
７
０
０
０
億
円
に
膨

張
し
て
い
る
。

　
シ
ス
テ
ム
刷
新
の
最
も
大
き
な
リ
ス

ク
は
シ
ス
テ
ム
障
害
だ
が
、
抜
本
改
革

を
先
送
り
し
、
パ
ッ
チ
ワ
ー
ク
的
な
統

合
や
修
正
を
継
続
す
る
と
複
雑
性
が
増

大
し
、
い
つ
か
仕
組
み
は
限
界
に
達
す

る
。
一
定
の
失
敗
に
政
治
が
寛
容
に
な

り
、
教
訓
に
し
な
が
ら
、
デ
ジ
タ
ル
政

府
の
内
容
や
質
を
迅
速
か
つ
的
確
に
開

発
・
改
善
す
る
「
ア
ジ
ャ
イ
ル
開
発
」

も
重
要
と
な
る
。
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20年も実現できなかった
「デジタル政府」構築の
真のコアは何か
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2016年度IT予算の総額（5354億円）のうち
システム運用等に関する「運営等経費」（4001
億円）が占める割合

約75%
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